
課長名

■ ■ Ｓ45 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 51 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

英語指導助手配置事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 法 定 受 託 事 務 そ の 他

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 Ｒ6

〕
政　　策  〔 夢と希望を持ち、ふくいを愛する子どもの育成

［事業目的］

　外国語指導助手を配置し、中・高校生に生きた英語に接する機会を提供することにより、国際社会で活躍できる人材を育成する。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 学びを伸ばす
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

 ①配置人数　　１０７名（中学校７５名　高校３１名（中国語１名含む）　義務教育課１名）
 
 ②業務内容　  (１）英語および中国語の授業における教材作成等の授業準備およびティーム・ティーチングなど
　　　　　　　（２）英語教育に関する活動（中学校英語セミナー、放課後に生徒と英会話教室等）の支援
　　　　　　　（３）クラブ、部活動の補助など

［受益者］ 小中学生および高校生 ［想定される受益者数］ 80,000人

前事業の有無・実績 市町との連携状況
・授業に支障がない範囲で、小学校の要請を受けて、中学校配置
　ＡＬＴが小学校で英語指導を行う。

事業名

・外国語指導助手107名を配置

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点
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課長名

■ ■ Ｓ45 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 51 年

３０年度 令和元年度 ２年度

578,493 575,827 61,049

554,971 560,091

553,657

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(75) (75) (75) (75)

86.6 87.6

(107) (107) (107) (107)

107 107

□ 無

■ 有

英語指導助手配置事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 Ｒ6

補助率 法 定 受 託 事 務

当 初 予 算 額 の 推 移

県で雇用する職員については会計年度任用職員となるため、報酬、共済費については教育政
策課でとりまとめて要求

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額

61,049 61,049

成果指標
英語授業時間の半分以上
英語を使用する学校の割
合

(目標) (75)
文部科学省の「英語教育実施状況調査」の結果より

実績

前年度までの
主な増減理由

平成３０年度　ＡＬＴ４名を大学私学課へ持ち替え（私立高校ＡＬＴ４名分）

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況

　石川県
　・県立高校、県立中学、教育センターに44名の英語指導助手を配置
　（JETﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑによるALT：県立高校42名、県立中学校1名、ｾﾝﾀｰ1名）

　富山県
　・高校に英語指導助手44名を配置
　（JETﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑによるALT：県立高校37名、私立高校7名）

関連事業の有無・
役割分担

事業名 私立高等学校教育振興補助金

（役割分担）

・私立高校にＡＬＴを6名配置するための経費を補助
　（大学私学課）

活動指標 ＡＬＴ配置数
(目標) (107)

実績
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課長名

■ ■ Ｈ23 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 10 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

道徳教育総合推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 県、市町教育委員会
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 法 定 受 託 事 務 そ の 他

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、委託 補 助 金 Ｒ6

〕
政　　策  〔 夢と希望を持ち、ふくいを愛する子どもの育成

［事業目的］

　本県独自の道徳教育用教材を作成・活用し、夢や目標を持った児童・生徒を育成する。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 学びを伸ばす
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

　①「夢へのパスポート」を作成・配布し、小学1年生～中学3年生まで持ち上がり、夢の実現に向けて自分を振り返る学習を実施
　②保護者・地域参加型の道徳授業「親子で学ぶ道徳講座」の開催（市町委託）

［受益者］ 小中学生 ［想定される受益者数］ 63,000人

前事業の有無・実績 市町との連携状況 ・保護者・地域参加型の道徳授業「親子で学ぶ道徳講座」を実施

事業名

・「福井県版心のノート」を小学校に23,200部配布
・「私の夢カルテ」を小学校に7,700部、中学校に7,900部配布
・「親子で学ぶ道徳講座」を8市町15校で実施

「福井県版心のノート」、「私の夢カルテ」を統合し、
「夢へのパスポート」を作成

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点
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課長名

■ ■ Ｈ23 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 10 年

３０年度 令和元年度 ２年度

4,104 3,646 3,338

3,196 3,646

2,715

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(85) (85) (85)

86 81

(15) (15) (15) (15)

15 15

■ 無

□ 有

道徳教育総合推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 県、市町教育委員会
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、委託 補 助 金 Ｒ6

補助率 法 定 受 託 事 務

当 初 予 算 額 の 推 移

・「福井県版心のノート」、「私の夢カルテ」をまとめた「キャリアパスポート」を作成。２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

道徳教育の抜本的改善・充実に係る支援事業委託

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額

3,338 3,338 0

成果指標
「将来の夢や目標を持っ
ている」と答える児童の
割合（小・中学校）

(目標) (85)

実績

前年度までの
主な増減理由

・令和元年度　中学校新教科書の配布に伴い「ふくいの希望」作成取りやめ

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況 ・全ての都道府県で国の道徳教育総合推進事業を実施
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
親子で学ぶ道徳講座実施
校数

(目標) (15)

実績
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課長名

■ ■ Ｈ20 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 13 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

小中学校「ふくい理数グランプリ」事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 法 定 受 託 事 務 そ の 他

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 Ｒ6

〕
政　　策  〔 夢と希望を持ち、ふくいを愛する子どもの育成

［事業目的］

　「ふくい理数グランプリ」を開催し、児童・生徒の数学・理科や科学技術に対する興味や関心を喚起し、科学的な思考力･表現力等を育成する。　　　　　　

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 学びを伸ばす
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

　①ふくい理数グランプリ（小学校部門）の開催
　　小学生を対象とした「ふくい理数グランプリ」を開催し、算数、理科や科学技術に対する興味や関心を喚起
　②ふくい理数グランプリ(中学校部門)の開催
　　中学生を対象に、３人１組で日常生活にある課題を科学的に解明する理数グランプリを実施し、科学的な思考力・判断力を育成
　③中高接続のための「理数ゼミ」の開催
　　ふくい理数グランプリで上位に入賞した小学生、中学１、２年生を対象に専門の講師を派遣し、さらなる学力を向上
　④科学の甲子園ジュニアへの対策
　　科学の甲子園ジュニアへ出場する福井県代表６名に対し、上位入賞対策を実施

［受益者］ 小中学生 ［想定される受益者数］ 延べ2,300人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

（参加者数）
　①ふくい理数グランプリ（小学校部門）
    チャレンジステージに780名、グランプリ本選に66名参加
  ②ふくい理数グランプリ（中学校部門）
　　チャレンジステージに1,098名、グランプリ本選に60名参加
　③理数ゼミを3回開催し、小中学生のべ200名参加
　④科学の甲子園ジュニアに出場する6名に対し、対策講座を実施

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点
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課長名

■ ■ Ｈ20 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 13 年

(諸)

３０年度 令和元年度 ２年度

1,238 1,177 1,189

1,238 1,177

1,082

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(75) (75) (75)

74 77

(1,500) (1,500) (1,500)

1,934 1,878

□ 無

■ 有

小中学校「ふくい理数グランプリ」事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 Ｒ6

補助率 法 定 受 託 事 務

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

科学の甲子園ジュニア都道府県代表選考費用支援

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額

1,189 453 736

成果指標
算数･数学や理科の勉強が
好きだと答える児童生徒
の割合

(目標) (75)

実績

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況

　石川県
　・夏休み期間を活用し、中学生サイエンスチャレンジを実施

　富山県
　・夏休み期間を活用し、とやま科学オリンピック事業を実施

関連事業の有無・
役割分担

事業名 ふくいサイエンスプロジェクト事業

（役割分担）

・高校部門ふくい理数グランプリの開催（高校教育課）

活動指標
理数グランプリ参加者数
（人）

(目標) (1,500)

実績
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課長名

■ ■ Ｒ2 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

小高連携プログラミング教室実施事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 法 定 受 託 事 務 そ の 他

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 Ｒ6

〕
政　　策  〔 夢と希望を持ち、ふくいを愛する子どもの育成

［事業目的］

児童がプログラミングの働きやプログラミングの楽しさを感じ、プログラミングへの興味、関心を高める。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 学びを伸ばす
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

小高連携プログラミング教室を実施
プログラミングの働きやプログラミングの楽しさを小学生に伝えるために、高校生の指導によるプログラミングの教室を開催する
（対象者）プログラミングに興味がある小学校高学年児童２０名程度/１会場
（期　間）４月～１２月の休日　各６回
（会　場）各工業高校６校（坂井、科学技術、奥越明成、武生工業、敦賀工業、若狭東）

［受益者］ 小学生 ［想定される受益者数］ 720名程度

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

県内の工業高校生を講師として、小学生に対するプログラミング教
室を出前授業形式で開催

通常の時間割の中で、出前授業形式で実施することは、高
校生の負担が大きかったため、休日に工業高校へ小学生を
招いて、高校生を講師としてプログラミング教室を開催

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点
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課長名

■ ■ Ｒ2 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

３０年度 令和元年度 ２年度

378

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(80) (80)

(20) (20)

■ 無

□ 有

小高連携プログラミング教室実施事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 Ｒ6

補助率 法 定 受 託 事 務

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額

378 378

成果指標
プログラミングが楽しい
と答える児童の割合

(目標) (80)

実績

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 参加人数
(目標) (20)

実績
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課長名

■ ■ Ｒ2 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無

■ 有

芸術教育推進事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 1/3 法 定 受 託 事 務 そ の 他

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、補助 補 助 金 Ｒ6

〕
政　　策  〔 夢と希望を持ち、ふくいを愛する子どもの育成

［事業目的］

学校教育を通じて、音楽や美術など芸術面における体験活動を充実し、児童・生徒の感性や表現力の向上を図る。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 学びを伸ばす
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

前事業の有無・実績 市町との連携状況
吹奏楽部の楽器修理費や大会参加費などを補助（1市町当たり
1,400千円）

事業名 吹奏楽活動推進事業

（実績）

中学校19校、高等学校7校を推進校として指定し、大型楽器の整備や合同練習
を実施

〇吹奏楽活動の推進
　推進校を募集し、推進校同士の合同練習会を行い、その際にプロ講師を派遣。
　大型楽器の購入を支援（大編成校　120万円　小編成校　80万円）
　東京芸術大学と連携し、講習会を開催
〇弦楽器奏者の育成
　小中学校、高校の希望に応じて弦楽器の貸与し、県内外で活躍する弦楽奏者を派遣
　合同練習会や発表会の機会を年2回設け、合奏練習を実施
　貸与希望校以外の生徒も弦楽器に触れる機会を提供するため、体験会を実施

〇文化芸術教育の推進
　小学校の希望に応じて、越前荒土を配布し、図工の授業で福井県の伝統工芸
　に触れる機会を提供
　東京芸術大学生を講師として招き、中学校、高校の美術部対象研修会を実施
〇まちかどコンサートへの参加支援
　「芸術文化を感じる街ふくい創出事業（文化課）」で開催する「まちかどミ
　ニコンサート」への参加を支援

［受益者］ 小中学生および高校生 ［想定される受益者数］ 80,000人

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点

・吹奏楽推進校を見直し、新たな推進校を指定
・全国大会に参加する吹奏楽部に対して旅費などを支援
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課長名

■ ■ Ｒ2 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 1 年

３０年度 令和元年度 ２年度

28,751

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(1) (1)

(110) (110)

□ 無

□ 有

芸術教育推進事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、補助 補 助 金 Ｒ6

補助率 1/3 法 定 受 託 事 務

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額

28,751 28,751

成果指標 全国大会入賞校数
(目標) (1)

実績

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 吹奏楽講師派遣回数
(目標) (110)

実績
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課長名

■ ■ Ｒ2 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

福井県学力調査データ処理業務委託事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 法 定 受 託 事 務 そ の 他

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 Ｒ6

〕
政　　策  〔 夢と希望を持ち、ふくいを愛する子どもの育成

［事業目的］

福井県学力調査のデータ処理を外部委託し、調査結果反映の迅速化を図る

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 学びを伸ばす
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

○福井県学力調査の採点とデータ処理業務を委託
○児童生徒による自己採点の導入
○児童・生徒個人票作成
○解答から児童・生徒の新たな課題についての研究、記述式問題解答の分析

［受益者］ 小学校・中学校教員 ［想定される受益者数］ 4,100人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

福井県が実施する学力調査の採点やデータ処理を業者に委託し、教
員の負担軽減や、調査結果のとりまとめの迅速化を図った。

学力調査の採点などの業務委託に加え、個人成績表の作成
を業者に委託し、児童・生徒本人が自分の課題を把握でき
るようにする。

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点
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課長名

■ ■ Ｒ2 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

３０年度 令和元年度 ２年度

3,498

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(70) (72)

(100) (100)

□ 無

■ 有

福井県学力調査データ処理業務委託事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 Ｒ6

補助率 法 定 受 託 事 務

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額

3,498 3,498

成果指標
(目標) (75)

調査後の学校アンケートによる満足度70％以上を目指す。

実績

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況 １３都道府県が業者に委託
関連事業の有無・

役割分担

事業名 元気ふくいっ子学力向上事業

（役割分担）

福井県学力調査の印刷費の一部を要求

活動指標
(目標) (100)

調査実施校（公立小中学校）100％参加を目指す。

実績
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課長名

■ ■ Ｈ28 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 5 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

地域と進める体験推進事業

区分 拡充 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 1/2 法 定 受 託 事 務 そ の 他

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、補助 補 助 金 Ｒ2

〕
政　　策  〔 夢と希望を持ち、ふくいを愛する子どもの育成

［事業目的］

　児童・生徒が地域の人々とともに、みずから企画・提案した体験学習やボランティア活動を行うことにより、ふるさと福井に誇りや愛着を持つ人材育成を図る。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 学びを伸ばす
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

○児童・生徒自らが企画・提案する体験学習を実施
　　・すべての小・中学校で、学校と地域住民、企業などの橋渡しを行う「地域コーディネーター」を委嘱。地域が学校に積極的に関わる体制を整備し、子どもたち
　　　の体験活動を進化
  　・児童・生徒が地域の特産品のＰＲ、まちづくりへの参画など体験活動を実施
　　　活動内容（例）　■福井駅等で越前水仙をＰＲ　　■修学旅行先で観光地をＰＲ　 ■企画したまちづくり案を市長に提案など
　　・令和２年度は小中学校（１１４校）で実施
　　・体験活動費用を助成（１校　２０万円を上限　県１/２、市町１/２）

［受益者］ 小中学生 ［想定される受益者数］ ６３，０００人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

・児童・生徒が企画・提案する体験学習を小中学校226校で実施
・112校体験活動完了に伴い、小中学校114校で体験活動を
実施
・児童・生徒にふるさと教育を発信する機会を提供

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点
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課長名

■ ■ Ｈ28 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 5 年

３０年度 令和元年度 ２年度

25,900 22,600 13,450

25,700 22,600

24,721

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(257) (226) (114)

257 226

(257) (226) (114)

257 226

■ 無

□ 有

地域と進める体験推進事業

区分 拡充 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、補助 補 助 金 Ｒ2

補助率 1/2 法 定 受 託 事 務

当 初 予 算 額 の 推 移

112校の体験活動完了に伴い、小中学校114校で体験活動を実施２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額

13,450 13,450

成果指標
地域参画の体験活動を実
施した小中学校数

(目標)

実績

前年度までの
主な増減理由

・令和元年度　事業計画に基づき、体験活動実施校数を縮減（257校→226校）

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
地域コーディネーターを
委嘱した小中学校数

(目標)

実績
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課長名

■ □ Ｈ31 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 2 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

外国人児童生徒等支援事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 1/3 法 定 受 託 事 務 そ の 他

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 Ｒ3

〕
政　　策  〔 夢と希望を持ち、ふくいを愛する子どもの育成

［事業目的］

　日本語指導が必要な児童生徒に対する支援体制を強化し、外国人児童生徒の教育の充実を図る。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 学びを伸ばす
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

　（１）外国人児童生徒等が在籍する小中学校に日本語指導員を配置し、「特別な教育課程」による日本語指導を実施
　　　・児童生徒一人ひとりにあった個別指導計画の作成
　　　・県、市町、学校関係者による連絡協議会を開催し、成果報告や検証結果の普及啓発を実施
　
　（２）翻訳機の整備を支援
　　　・学校での外国人児童生徒、保護者との面談などコミュニケーションツールとしての活用方法を検証

［受益者］ 外国人児童生徒 ［想定される受益者数］ ４００人

前事業の有無・実績 市町との連携状況
・市町が独自に配置する支援員と連携し、日常会話ができる外国
　人児童生徒への個別指導や教室で授業を受けられる外国人児童
　生徒に対するティームティーチングを実施

事業名

・越前市に日本語指導員と翻訳機を整備
・越前市に加え、鯖江市でも日本語指導員、翻訳機を支援
・越前市の翻訳機の配置状況を参考に、県独自の翻訳機の
配置基準を設定

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点
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課長名

■ □ Ｈ31 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 2 年

３０年度 令和元年度 ２年度

11,211 15,515

10,298

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(8) (9) (9)

7

(3) (3)

3

■ 無

□ 有

外国人児童生徒等支援事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 Ｒ3

補助率 1/3 法 定 受 託 事 務

当 初 予 算 額 の 推 移

・鯖江市を補助対象に追加２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額

15,515 7,757 7,758

成果指標
日本語指導員を配置した
人数

(目標)

実績

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況

　富山県
　・支援員を県独自に５０名程度配置
　滋賀県
　・文科省の「帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業」を活用
　　し、市町に支援員派遣の経費を補助
　愛知県
　・教育事務所に語学指導相談員１１名を配置し、日本語指導を実施
　　県独自に６０名の教員を採用し、日本語初期指導、教科の取り出
　　し指導、ティームティーチングを学校の状況に応じて実施

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 連絡協議会の開催
(目標)

実績
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課長名

■ □ Ｒ1 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 2 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

不登校児童生徒自立支援応援事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 1/2 法 定 受 託 事 務 そ の 他

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 Ｒ3

〕
政　　策  〔 夢と希望を持ち、ふくいを愛する子どもの育成

［事業目的］

　学校を長期欠席している児童生徒に対して、家庭訪問支援員を派遣し、児童生徒が自らの進路を主体的に捉えて、社会的自立につながるよう支援を行う。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 学びを伸ばす
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

　〇学校を長期間（年間９０日以上）欠席している児童生徒に対して、家庭訪問支援員を毎週１回派遣し、児童生徒の学習支援および面談等を実施する。
　（１）配置箇所　各市町の適応指導教室
　（２）補 助 率　県１/２、市町１/２
　（３）資格要件　教員免許を有するもの

［受益者］ 不登校児童生徒 ［想定される受益者数］ 450人

前事業の有無・実績 市町との連携状況
　県内２０か所において適応指導教室の設置および運営を実施
し、不登校の児童生徒が復学できるよう支援を行っている。

事業名

・敦賀市、鯖江市、越前市、おおい町で事業を実施
・１１名の不登校児童生徒を中学校などに通えるようにできた

・積算を市町の要望に合わせて見直し

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点
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課長名

■ □ Ｒ1 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 2 年

３０年度 令和元年度 ２年度

6,740 3,009

552

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(15) (15)

11

(30) (30)

27

■ 無

□ 有

不登校児童生徒自立支援応援事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 Ｒ3

補助率 1/2 法 定 受 託 事 務

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額

3,009 3,009

成果指標
適応指導教室等への復帰
児童生徒数（人）

(目標)

実績

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
家庭訪問支援員を派遣し
た児童生徒数（人）

(目標)

実績
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課長名

■ ■ Ｒ2 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

ＳＮＳ相談事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 法 定 受 託 事 務 そ の 他

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、委託 補 助 金 Ｒ6

〕
政　　策  〔 夢と希望を持ち、ふくいを愛する子どもの育成

［事業目的］

いじめ、不登校などの防止のため、ソーシャルネットワークサービス（以下「ＳＮＳ」という）などを通じた相談を実施

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 学びを伸ばす
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

〇公立学校に在籍する中学生および高校生を対象にＳＮＳによる相談体制を整備し、いじめ、不登校など問題行動の解消を図る。
　（１）対　　　　　象：公立学校に在籍する中学生および高校生（中学生21,000名　高校生16,000名　計37,000名）
　（２）期間および時間：夏季休業明けを挟む期間（合計3週間程度）の17時から21時
　（３）形　　　　　態：双方向の文字情報などによる相談（相談員の配置及びシステムの構築などは業者に委託

〇県内のＳＮＳ相談従事希望者（教員ＯＢ、心理士等）をＳＮＳ相談員として育成するために委託業者の視察、業者との意見交換、研修等を実施

［受益者］ 中学生、高校生 ［想定される受益者数］ 37,000人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点
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課長名

■ ■ Ｒ2 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

３０年度 令和元年度 ２年度

4,189

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(10) (10)

(100) (100)

□ 無

■ 有

ＳＮＳ相談事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、委託 補 助 金 Ｒ6

補助率 法 定 受 託 事 務

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額

4,189 4,189

成果指標
相談・指導を受けていな
い不登校児童生徒

(目標) (10)

実績

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況

〇ＳＮＳ相談を長期休業中や休業明けを実施期間とする自治体
　北海道、山形県、神奈川県、長野県、岐阜県、京都府　等

〇ＳＮＳ相談を通年で実施している自治体
　東京都、新潟県、三重県、岡山県、熊本県、名古屋市、大津市　等

関連事業の有無・
役割分担

事業名 いじめ電話相談事業

（役割分担）

ＳＮＳでの相談者が自殺をほのめかすような緊急時や、時間外の相談
については、自動応答機能で24時間いじめ電話相談のダイヤルを掲示
し、そちらでの相談を促す。

活動指標 相談件数
(目標) (100)

実績
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課長名

■ ■ Ｒ2 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無

□ 有

弁護士を活用した「いじめ予防授業」実施事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 法 定 受 託 事 務 そ の 他

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 Ｒ6

〕
政　　策  〔 夢と希望を持ち、ふくいを愛する子どもの育成

［事業目的］

弁護士によるいじめの予防授業を実施することで、いじめに対する児童生徒の理解を深め、いじめの発生予防を図る。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 学びを伸ばす
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

〇いじめ予防授業の実施
　小中学生を対象に、前県に取り組みを広げるため、全市町各1校実施
　弁護士が実例を示し、人権を守る重要性やいじめの法律上の扱いを教えるとともに、グループワークを実施
　授業実施校に市町の担当者や他校教員を集め、授業後、弁護士による勉強会や教員間での意見交換会を実施
〇校長講習の実施
　いじめ対策のポイント、いじめ未然防止の重要性、予防授業の効果を周知
〇事業成果の全小中学校との共有
　予防授業や勉強会などの内容を学校と共有し、日常の授業で活用

［受益者］ 小中学生 ［想定される受益者数］ 63,000人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

県内１０市町で弁護士による「いじめ予防授業」を実施
県内すべての市町で「いじめ予防授業」を実施し、校長に
対していじめ対策のポイント等を周知する講習会を開催。

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点
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課長名

■ ■ Ｒ2 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

３０年度 令和元年度 ２年度

1,104

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(80) (80)

(17) (17)

■ 無

□ 有

弁護士を活用した「いじめ予防授業」実施事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 Ｒ6

補助率 法 定 受 託 事 務

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額

1,104 1,104

成果指標 いじめに関する理解度
(目標) (80)

実績

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況

○三重県
・３０年度　１８校で実施　　元年度　２０校で実施予定
・「いじめをなくすために自分にできることがあると思う」と回答した
割合が授業前の39.0％から授業後の59.4％に増加
・H30問題行動調査　1000人あたりのいじめ認知件数　16.5件
○大分県
・３０年度　３５校で実施　　元年度　４０校以上で実施予定
「みんな楽しそうだし、その子も笑っているので、その子をいじる」は
「いじめに該当する」と回答した割合が、授業前の42.7％から事業後の
71.2％に増加
・H30問題行動調査　1000人あたりのいじめ認知件数　92.4件

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 いじめ予防授業実施校数
(目標) (17)

実績
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課長名

■ ■ Ｈ25 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 8 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

幼児教育支援事業

区分 拡充 経費区分 標準外・政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 法 定 受 託 事 務 そ の 他

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 Ｒ6

〕
政　　策  〔 夢と希望を持ち、ふくいを愛する子どもの育成

［事業目的］

　幼児教育支援センターを拠点として、幼児や家庭の教育力向上のための研修などを行う。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 学びを伸ばす
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

（実績）

　（１）幼児教育相談員配置事業
　　　①保育所などの巡回訪問・指導などを担当する「幼児教育アドバイザー」を配置
　　　②家庭教育の向上を図り、家庭の自立を支援する「家庭教育アドバイザー」を配置
　（２）幼児教育力指導力向上事業
　　　①幼児教育力向上会議の開催
　　　②幼児教育のリーダー（市町幼児教育アドバイザー、園内リーダー）の養成
　　　　幼児教育の質向上のための園訪問による実践研修、事例検討会等の実施
　　　③保幼小接続カリキュラムに基づく教育の推進
　　　　保幼小接続講座の開催

（３）遊び活性化プロジェクト事業
　　　　童謡・唱歌を通した家族のふれあい促進
　　　　童謡歌手（由紀さおり）による「童謡で伝える会」

［受益者］ 幼稚園、保育所、認定こども園の園児および小学生 ［想定される受益者数］ ３６，０００人

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点

・市町幼児教育アドバイザー２６名、園内リーダー９８名を認定
・一日保育体験を６６園で実施

・家庭の幼児教育力向上事業の見直しによる減
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課長名

■ ■ Ｈ25 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 8 年

３０年度 令和元年度 ２年度

17,463 14,552 7,008

16,617 12,476

16,291

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(90) (90)

98 92

(50) (50)

50 60

■ 無

□ 有

幼児教育支援事業

区分 拡充 経費区分 標準外・政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 Ｒ6

補助率 法 定 受 託 事 務

当 初 予 算 額 の 推 移
・備品購入費の減
・県で雇用する職員については会計年度任用職員となるため、報酬、共済費、通勤旅費につ
いては教育政策課でとりまとめて要求

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

・学校・家庭・地域連携協力推進事業補助金

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額

7,008 88 6,920

成果指標 園内リーダーの養成人数
(目標) (90)

実績

前年度までの
主な増減理由

・平成３０年度　保幼小接続カリキュラムの改定費用の増額

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
幼稚園・保育園合同研修
実施回数

(目標) (50)

実績
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課長名

■ ■ Ｈ23 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 10 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無

□ 有

英語力向上事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 10/10、定額 法 定 受 託 事 務 そ の 他

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、補助 補 助 金 Ｒ6

〕
政　　策  〔 夢と希望を持ち、ふくいを愛する子どもの育成

［事業目的］

　生徒の英語コミュニケーションの機会を充実させることにより、「使える英語力」を育成する英語教育を実践する。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 学びを伸ばす
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

　①中・高校生の外部検定試験費用を補助
　②高校生が外国語でコミュニケーションを図る環境を整備し、共同学習や文化交流を通して、将来グローバル社会で活躍できる人材を育成
　　・高校１年生（私立含む）を対象とした「グローバル・キャンプ」を新たに県内２か所で実施
　　・高校２年生（私立含む）を対象に県内１００名の高校生を英語圏に派遣し、語学研修や現地学生との交流、ホームステイ等の活動を通して英語力向上を推進
　　・友好提携都市（ドイツや中国）の学生と交流し、友好交流を促進するとともに、海外の文化や生活習慣について理解を深める。
　③ディベート等を通じて、高校生の論理的思考力のさらなる向上を図る。令和元年度より新たに即興型の福井県ディベート大会を開催
　　・高校生を対象に福井県英語ディベート大会を開催し、外国語に対する興味・関心を喚起するとともに、生徒の話す力を育成
　　・全国大会に向けての遠征費用や全国大会参加費用および旅費や宿泊費を支援
　④学校が主催する海外派遣プログラムへの支援や留学経験者による「留学フェア」の開催（国庫10/10）
　⑤留学生を受け入れるホストファミリーに対して支援

［受益者］ 小中学生および高校生 ［想定される受益者数］ 80,000人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

・中学３年生（約6,612名）に対し、外部検定試験料を支援
・中学３年生に対し、Speaking Testを試行

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点
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課長名

■ ■ Ｈ23 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 10 年

(諸)

３０年度 令和元年度 ２年度

132,102 127,202 120,310

110,301 114,232

107,389

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(53) (56) (60) (60)

1 58

(15,000) (15,000)

15,197 14,899

■ 無

□ 有

英語力向上事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、補助 補 助 金 Ｒ6

補助率 10/10、定額 法 定 受 託 事 務

当 初 予 算 額 の 推 移

英検講座、speaking試行テストの廃止２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

語学研修等生徒参加負担金
国際文化交流促進費（高校生国際交流促進費）補助金

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額

120,310 1,449 32,348 86,513

成果指標
高校卒業時に英検準２級
相当以上の英語力を持つ
生徒の割合

(目標) (60)

実績

前年度までの
主な増減理由

令和元年度　グローバルキャンプを追加

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
中高校生の外部検定試験
受験者数（人）

(目標) (15,000)

実績
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課長名

■ □ Ｒ2 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

嶺南嶺北体験・探究活動支援事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 定額 法 定 受 託 事 務 そ の 他

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 Ｒ6

〕
政　　策  〔 夢と希望を持ち、ふくいを愛する子どもの育成

［事業目的］

　小中学校の遠足や校外学習、放課後子どもクラブにおける活動の一環として、ふるさと体験・探究活動を行う際の経費を補助し、県内の小・中学生が福井の文化や
芸術に触れる機会、嶺北あるいは嶺南を訪問することによる広域的な学習機会を創出する。

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 学びを伸ばす
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

〇嶺北から嶺南、嶺南から嶺北の体験・探究施設での活動に係る経費を補助
　・小・中学校　　　　　　　バス１台当たり　約３０，０００円
　・放課後子どもクラブ　　　１クラブ当たり　　５０，０００円（定額）

［受益者］ ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた令和２年度の変更点
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課長名

■ □ Ｒ2 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 1 年

３０年度 令和元年度 ２年度

6,400

［成果指標等の推移］

３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度

(7,400) (7,400)

(200) (200)

□ 無

■ 有

嶺南嶺北体験・探究活動支援事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 教育庁 課名 義務教育課 山本　晃市

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 Ｒ6

補助率 定額 法 定 受 託 事 務

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 実績等を踏まえた２年度の変更点

予算額

6,400 6,400

成果指標
(目標) (7,400)

実績

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ４年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名 放課後子どもクラブ応援事業

（役割分担）

放課後子どもクラブに係る運営費などを補助

活動指標
(目標) (200)

実績
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